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3. おわりに
前々号および前号では，産業と産業人口が大都市•特定地域に集積することによって生
ずる社会的不利益を，市民の健康問題，住宅供給，開発計画，地方自治体地域， レクリエ
ーション，産業公害，都市あるいは工業地域の工業的性格との関係，社会的不利益につい
て留意すべき考慮事項，首都ロンドン固有の問題等について考察し，集積利益と比較考慮
しつつ社会的不利益の問題点を明らかにしている。本号においては，バーロー報告が経済
的不利益と戦略的不利益について如何なる見解を示しているかを項目を追って訳出し紹介
したい。紹介に先立って概要を示すとおよそ次の通りである。
経済的不利益については，先ず特定工業の地方化と特化の問題が取り上げられる。ここ
では， 特定工業の特定地域への集積は，類似• 関連工業を牽引して「工業の地方化」
Localisation of Industryを促し，輸送費・ 各種サービス機能，熟練労働力，産業効率・
発明能力等の点で一連の経済 economiesを確保して集積利益を享受するが，他方高度の
専門化と地域的特化は経済変動を敏感に反映するため，長期的不況が地域経済に与える悪
影響は柩めて大きく，企業倒産・失業・購買力低下・若年労働力の流出等を通じて地域社
会全体に悲惨な結果をもたらす欠点を持つと指摘している。
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大都市における職種の多様性は，大都市では多数かつ多様な工業の集積によって職種が
多様化しているほか，近代的軽工業が高度の熟練を必要とせず多数の半熟練労働を使用す
るため，職種間の移動が容易であり， したがって失業の危険性が小さいこと，また経営者
にとっては多様な熟練をもつ労働集団の存在が遠隔地労働者の雇用に伴う多額の費用支出
や不便さを排除する利益のある点を強調している。大市場への近接においては，工業とく
に近代的軽工業が大都市ないし工業地城の外緑部に集積したのは，工場生産物の主要市場
である人口の大中心地に近接する利益を享受するためであり，大都市への近接には卸・小
売業者との緊密な接触，製品の輸送や配給の費用節減，商品在庫の経費と手間の節約等の
利益のある点が指摘されている。
大都市における道路交通の混雑では，いっぽうで道路交通の長足の進歩（自動車の普
及），労働者の長距離通勤および市民の移動に対する欲求， 他方で都市中心地の業務・商
業・行政機能への転換が，中心地道路の狭さ等の諸条件と相侯って交通混雑を招き，金に
換算できない時間の浪費や交通事故発生の原因になっていると警告する。
労働者の住居と職場の分離および毎日の長距離通勤の影響は，第3次産業の都心部集中
が労働者の職住分離を引き起し，高い交通費負担の重圧，不愉快な条件の下での長距離通
勤と健康への悪影響，仕事の能率低下と生産コストの上昇等を招いていることを指摘した
、あと，運輸当局による巨額の資本投下を伴う努力にもかかわらず，いずれの大都市におい
ても現状の打開が極めて困難であることを具体的に紹介し，将来展望として開発計画と都
市の人口規模との関係を採算面から検討している。
地価の騰貴では，産業と産業人口の大規模集積が大都市とくにその中心地の地価を押し
上げ，高地価の不利益を埋合せるために土地の集約的利用つまり高層ビルの建築が行われ
ていることをあげ，高層建築は高価であるため再開発に要する公的負担の大きい点が指摘
される。地方自治体の規制は，地方自治体が集積地城における工場等の新増設を制限しそ
れらを外縁部に立地させるために都市化地域の拡大を強いることになると述べている。
未開発地城における工業配置から起る公的負担では，近代的軽工業が大都市周辺の末開
発地域に立地する場合，道路，住宅，上下水道，ガス・電気，学校，交通機関等公共サー
ビスの整備に要する公的負担が大きくなるという不利益を指摘している。農業に及ぽす影
響では，産業と産業人口の大都市周辺地域への集積が優良農地の破壊を招いたほか，国家
利益の点からみた当否はともかく，農業人口の都市産業への大幅な移動とくに若年労働者
の流出を引き起し，単に一時的な農業的熟練の損失をもたらすだけでなく，農業生産の将
来にとって深刻な問題を提起していると述べている。
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そして結論では，産業と産業人口の大都市• 特定地域への集積には， (a)市場への近接，
(b)輸送費の減少， (c)適当な労働力の供給可能性といった経済的利益がある反面， (a)地価騰
貴による多額の出費， (b)道路交通の混雑による時間の損失， (c)長距離通勤による疲労と効
率低下等の経済的不利益が随（半することを指摘して第6章を結んでいる。
第7章戦略的不利益については，第2次大戦を目前にしてナチス・ドイツの攻撃を想定
し産業と産業人口の大都市•特定地域への集積が，戦争勃発に際して国防上いかなる不利
益を被るかを検討している。先づ空襲の危険の性格と範囲では，空爆を中心とする近代的
戦略が島国であって制海権を保持したイギリスの防衛問題に革命をもたらした点を強調し
たあと，戦争勃発直後の初戦において，大最爆撃の集中攻撃により東海岸の過密地域では
20万人の死傷者を出すであろうと警告し，ロンドン，ミッドランド，東海岸の港湾都市，
ヨークシャー及びクライド川沿岸の工業地域は空爆目標として最も危険であると指摘し
ている。
長期展望では，空爆の危険性を重視して産業と人口の配置を行うこと，また危険の地理
的範囲，一般的状況， 政策の方向および政府事業所においては， 敵の爆撃能力（大型爆
撃機の飛行範囲・速度・輸送能力等）や攻撃目標によって，また味方の防衛能力によって
異なるが，イギリス中央部および東部は攻撃を受け， 北部と西部は爆撃を免れるであろ
ぅ， したがって大都市とくにロンドンでは政府事業所を含め産業と人口の田園地帯への移
動と疎開を提案している。
産業では，工業を中心とする産業全体の疎開について論じており，過去の疎開の事例や
市民防衛法を引用しつつ，産業とくに軍需産業の大規模集積地域から被害の少ないと考え
られる低集積地域への拡散と分散を勧告している。そして結論では，上記の任務に当るの
が本報告書第4部で提案している全国産業庁であり，同庁は，何の疑問もなく産業を密集
地域から拡散ないし分散させるために，企業経営者に対して安全地域に関する情報と助言
を提供するであろう，と述べて第7章を結んでいる。以下拙訳ではあるが報告書の内容を
紹介しよう。
第6章経済的不利益
特定工業の地方化と特化
〔176〕 工業史の顕著な特徴をなしてきた，特定工業に携わる企業の特定地域内への集合
ないし集積は，それに伴って一定の商工業利益を随伴すると，主導的な工業資本家によっ
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て主張されている。類似の性格をもつ諸工業，補助工程や時には最終工程に従事する諸工
業，その工業の副産物を利用することができる諸工業およびその工業に設備ないし半成
品を供給できる諸工業は必然的にその近辺に牽引される。このようにして確保された工業
の「地方化」 Localisationは生産において一連の経済を生み出している。すなわち，輸送
費は，工業がより広く分散していたならばそうなるであろうよりも低く抑えられ，そして
マーケティング・販売・倉庫機能の調整や専門的サービスの提供が促進される 124)。 こう
して，原綿にとってのリバプール市場や綿製品にとってのマンチェスター市場は，地方産
業に対して次のようなサービス，すなわち当該の特定工業地域から相当離れたところにあ
る同種工業に携わる企業にとってわずかに利用されたにすぎないサービス，を提供する高
度に専門化した機関になる125¥
〔177〕 また長年にわたって，集積地域においては，工業が必要とする専門的熟練をもっ
労働者の供給と，技術的行政的必要事項に熟達した多数の専門家，コンサルタントおよび
より高級な被雇用者が増加している 126)。 また地方の工業単科大学が， 訓練施設を提供す
るため，そして技術的知識をフ゜ールし向上させるために設立されるかも知れない。そして
そこに産業効率と発明能力に対する一般的刺戟が現われる。この刺戟と発明能力は，類似
の生産工程に従事したり，同じ市場を求める多数の企業間での競争によって，また関係企
業の経営者間で維持することができる緊密な個人的接触によって一層促進される・127)。 こ
うして産業活動とその繁栄の一般的雰囲気が生み出され，そしてこれが順ぐりにその周辺
に新しい産業を牽引し，こうして市場の拡大を促すことになる。
〔178〕 他方，高度の専門化は専門化の欠点を有している。工業地域と労働者の熟練が高
度に専門化すればするほど，専門化はそれ自体を全く多様な種類の職業に適用することが
益々困難になる 128)。 そして， 長年にわたって主に一種類の専門化した工業活動に集中し
てきた地域やその活動は，国際的あるいはその他の理由で，厳しいそして長期的な不況に
遭遇するときには，労働者そして実際にはその地域全体の人々へもたらす結果が悲惨なも
124)労働省 p.247, par. 25. 
125)サーガント・フローレンス SargantFlorence 
126)イギリス工業連盟 p.506, par. 52. 
127)サーガント・フローレンス
128)イギリス工業連盟 p.506, par. 52. 
90 
"Barlow Report" にみるイギリスの産業および産業人口の大都市• 特定地
域集中がもたらす社会的，経済的および戦略的不利益について(3)(小杉） 333 
のになり勝ちである。このことが，今日特定地城ないし不況地域として分類されているこ
の国のある種の工業地域がこれまで長年にわたって集積してきた工業の急激な衰退によっ
て大きな打撃を受けた過去20年間ほど，ありありと証明された時はなかった。造船所，
製鋼所，機械工場，繊維工場および炭坑などそれらの地域に存在していた大企業の多くは
廃棄され，失業は空前の高水準に達し，商店や小企業のような地方的な小規模活動は住民
の購買力の減退によって倒産を余儀なくされ，寄付による病院・教会・社交クラブおよび
福祉協会のすべては重大な打撃を被り，そして地方自治体サービスは多くの面でマイナス
の影響を受けた129)。 これらすべてに加えて， 働いている人々の中でも大多数の最も優れ
た人たち—若くて男性的で企業心に富んだ人々—一ーは，この国の他のより繁栄した地域
に自分たちの幸運を求めて，問題の特化した工業地域を去って行った。彼等はその大部分
が，近代的軽工業が発展しつつあった地域や，工業活動が移住者の元の古い地域の場合の
ように一つないし二つの高度に専門化した工業に集中しなかった地域へ移動した。
大都市における職種の多様性
〔179〕 近代的な軽工業のこの発展は，ここで問題としている時期に，主としてある種の
大都市もしくは工業地域の外縁部ないし内側，とりわけグレーター・ロンドンを中核とす
る南東イングランドとバーミンガムを中心とするミッドランズにおいて，起っていた。一
般的にいえば，非常に大きな都市一ー若しその都市が主に一つないし二つの専門化したエ
業にその活動が集中しているような都市でないならば一ーは，工業や職種が多数かつ多様
であるために，雇用を通じて，中小規模の都市によって提供されるそれらを上回るかなり
の諸利益を労働者にもたらす。今日の大抵の工業とくに近代的軽工業は， 長期間の訓練
ないし年季奉公を必要とする高度に熟練した労働を僅かしか利用せず，女性や児童を含む
機械の番人としての半熟練労働をより多く利用する傾向にある。必要とされる熟練の巧み
さや種類は手早く修得され，そして数多くのさまざまな工業においてかなり容易に適用す
ることができるので，ある種の近代工業におけるそれらの半熟練労働は，他の種類の工業
への転用に大きな困難を伴わない。こうして，大都市における労働者は，工業活動があま
り多角化していない地方におけるよりも，二者択ーの職種についてより広い選択の自由を
もち，そして彼等のサービスに対してはより激しい競争のもとにおかれている。また，ぁ
る業種 callingの不況は近隣における他業種の繁栄を伴う可能性があるために，労働者や
その家族にとって失業の危険性はより小さい。大都市はまた，大多数の成年男性労働を雇
129)特定地域コミッショナー（イングランドおよびウェールズ）
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用する企業と大多数の女性および児童労働を雇用する企業との間に適正な均衡をもたらす
傾向をもっ130¥
〔180〕 その利益は労働者に限られるものではない。雇用主は，彼等自身，労働集団の存
在から利益を得る。つまりその集団から彼等は，自分たちの生産工程が必要とする巧みさ
と熟練をすでに身につけているか，あるいはすぐさま修得することのできる労働者たちを
雇い入れることができるのである。彼等はまた，遠隔地から追加労働者を連れてくる費
用，遅延および不便さを伴わずに，自分たちの生産規模の拡大と事業の季節的変動に備え
ることができるかも知れない131)。
〔181〕 しかしながら，これとは反対の陳述がイギリス工業連盟によってなされている。
すなわち，「集積の著しい不利益を証明するものは， 労働とりわけ熟練労働を求めて起る
かも知れない競争である」と。同連盟が述べたところによると，ある地域における最近の
新規工業の設置は，利用可能な労働供給に対し不当な緊張をあたえて賃金を押し上げ，そ
して季節的工業の流入によって，通常支配的であった相場よりも高い支払相場を提供する
領向があり，その結果労働市場の周期的混乱がみられるという不平がしばしば寄せられて
いると 132)0 
大市場への近接
〔182〕 数多くの多様な工業の集積とその結果としての人口の集積は，その工場が集積地
城内にある製造業者に対して，すぐ近くにある彼等の生産物にとって大きく有望な市場を
提供し，こうして彼等に，より遠隔地の競争者を上回る利益をあたえる。すでに述べてき
たように， 近代的軽工業は主にある種の大都市ないし工業地域の外緑部に発展してきた
し，そして恐らくそうした発展に影響をあたえた理由の一つは，それが，工場生産物に対
する主要市場を構成する人口の大中心地である，という事実であった。製造工場がその生
産物の販売を主に地方市場に依存する場合，彼等が自己の顧客である小売業者にごく近接
することは，完成品の輸送や配給の費用を低く抑えておく効果をもつことが期待できる。
そのうえ，生産者と小売業者のあいだで緊密な接触を維持することができ，戸口から戸口
130)サーガント・フローレンス＊
131)前掲書＊
132)イギリス工業連盟 p.507, par. 61. 
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へのサービスによって，時間厳守のかつ頻繁な配給を行うことができ，そして卸売業者と
小売業者がともに，若し工場がより遠くに位置していたならば必要になっていたかも知れ
ないような大規模な商品在庫をかかえる経費と不便さを節約することになる。恐らくそれ
ほど重要ではないけれども，なお一層の利益は，小都市ないし広々とした農村の敷地と比
較して，人口稲密な地域， とりわけ大都市から外へ通じている交通量の多い幹線道路に近
い地域において投光照明やきらきらと輝く電飾を施された工場の広告価値である133)。
〔183〕 他方，人口のより穫密なそしてより急速に成長する都市や工業地域の過密の増大
が，生産コストを引き上げる効果をもつに違いないことは明白であろう。例えば，その生
産物にとっての主要市場に工場が比較的近接するという利益は，道路交通の混雑による配
達の時間的損失によって大幅に減少させられるか， あるいは皆無にさえなるかも知れな
い134)
゜
大都市における道路交通の混雑
〔184〕 今日の大都市の顕著な特徴の一つである交通混雑は，恐らく主に三つの原因によ
っている。一ー近年における道路交通の長足の進歩とりわけ個人所有乗用車と乗合自動車
の普及，労働者が事情の許すかぎり中心地から遠く離れて居住する傾向が顕著になりかつ
増大したこと，そして移動に対する国民全体の欲求が増大したことである。最近，旅行の
習慣が，とりわけ恐らくは大都市地域において，鉄道の電化，および安い日帰り切符や割
安の昼間料金のような勧誘の制度化によって，大いに刺戟された135)0 
〔185〕 大規模な都市集中がその外縁部へ拡大し，多数の労働者が居住目的で中心地から
外側へどんどん移動するにしたがって，中心地の業務，商業および行政目的への利用は益
々進展するaその日付が古い時代から存在する中心地の道路は一般的にいってかなり狭
く，貨客輸送の増加に伴って道路での移動速度は当然低下している。こうして輸送そのも
のに従事している人々，彼等の雇用主および旅行する一般大衆全体にはっきりとした時間
の浪費が進んでいる。この浪費のコストは金によっては恐らく測ることができないであろ
うが，それは全体として非常に大きいに違いない。
133)前掲書 p.506. 
134)サーガント・フローレンス＊
135)高速道路開発謁査， 1937年（グレーター・ロンドン）
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〔186〕 運輸省は路上の交通安全の観点から，大都市と小都市との相対的有利性について
事故統計から明確な結論は何ら引き出せないと述べている。そしてその統計は，多数の警
察管轄地区 PoliceDistrictsについて， 1936年中の死亡および個人的傷害を含む事故の
数を示す一覧表を提供した。同省がこれに加えて述べているところによると，交通量の大
規模な集積は，シティ・オプ・ロンドンを引例しても， かなり低い事故率を伴うにすぎ
ず，そこではその交通量が有名なほど濃密であるにもかかわらず，致命的および非致命的
事故を合せた数は， 1936年には僅か475件であった136)。
労働者の住居と職場の分離および毎日の長距離通勤の影響
〔187〕 この報告書の初めのほう（パラグラフ 138)で述べたように，非常に大きな都市
に職をもつ大多数の人々の住居と職場のかなり大きな分離は，労働者が毎日長距離通勤の
もとに置かれていることを意味し，また労f勤者の通勤定期券や季節定期券の形で割引料金
制度が採用されるにもかかわらず，彼等がほとんど支出する余裕のないような実際の交通
費形態での負担， いいかえれば実質賃金の引き下げを彼等に対して課すことになりやす
い。そのうえ， 大抵の業務用建物がほぼ同じ時間に1日の仕事を開始し終了するので，
早朝には彼等の家庭からそして夕方には業務中心地から， 労働者を輸送することに備え
ようとして， すべての種類の公共交通機関に最大の重圧がかかる。その結果，彼等のう
ち非常に多くが極めて不愉快な条件のもとで，朝夕通勤しなければならない。多くの人々
は，片道およそ30分ないしそれ以上通勤するのに，その通勤のすべてあるいは大部分を立
っていなければならない。こうして，混雑した交通機関での通勤は，ほとんど必ずといっ
てよいほど健康に悪影響をおよぼし，疲労やエネルギーの損失，余暇の犠牲を招く結果に
なる137)。 また， 労働者にあたえるこれらの悪影響が少なからず彼等の仕事の効率や生産
高，引いては雇用主の生産コストに反映することは， ほとんど疑いないであろう 138)。不
幸なことに被害を被っているのは単に成年男女労働者や雇用主だけではない。若年労働者
も同じ様に影響を受けるが，彼等の場合は，通勤費用が所得の大部分を占めるために，成
年の場合よりも実質賃金の低下はより大きい。労働省は次のように述べている。すなわ
ち，郊外からロンドン中心部への通勤に要する経費と困難さのために，若しそうでなけれ
ば中心地域で職を得たいと希望している多数の若者がそうすることができず，その結果，
136)運輸省 p.197, par. 44および付録N,205ペー ジ。
137)ロンドン県謙会 p.391, par. 82. 
138)サーガント・フローレンス＊
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郊外では若年労働のかなり大醤の供給が存在する反面， ロンドン中心部では充足されえな
い需要が存在していると 139¥
〔188〕 新しい住宅地域と新規工業地域の両者が，多少とも時を同じくして大都市の外縁
部に発展していることは疑いなく真実であるが，この事実は，現状が続くかぎり，交通混
雑を軽減するとは思えない140)。中心地の家内工業workshopindustriesが郊外の工場に
よって取って代わられるにつれて，商業および業務用建物や官庁事務所は中心地で増加し
かつ多様化し，そしてかつて工業的用途に利用されていた空間をより一層集約的に利用す
る。そのうえ，工業的企業が外部へ移動するときには，その企業によって雇用されている
労働者は新たな場所の近辺に居住するということには決してならない。実際その移動は，
疑いなくきわめて頻繁に行われるのだが，それは次のことを意味する。すなわち，労働者
たちは，彼等が移動する前にそうであったよりも，新しい場所の職場から遥かに遠く離れ
て居住していることに気付くのである。この関係において， マルコム・スチュアート卿
Sir Malcolm Stewartは， 特定地域コミッショナー（イングランドおよびウェールズ）
の在任時に彼の出した第3次報告書の付録(I)において，次のごとく述べている141)。「大
多数の工業労働者がロンドンの東部および南東部に居住しているのに対して，最近新しい
工業がロンドンの北西部および西部に集積しつつあることは，市を縦断する交通量の著し
い増加を招き， そして混雑および賃金に対する交通費の割合を増大させることになる」。
これは過去の無規制な成長の一つの結果である。
〔189〕 偉大な技能や創意工夫と結ぴついた絶大な努力が，交通混雑とそれに必然的に伴
う遅延を緩和するために，運輸その他の関係当局によって，不断に行われている。それら
の混雑と遅延は，追加の交通機関・交通径路の周到なシステム・信号の提供配備，既存道
路の撤去と再建，追加道路の建設ー一これらのすべては非常に費用のかかる性格のものだ
がーを必要としている。しかし，これらの対策は，多額の費用支出を伴うにもかかわら
ず，たかだか緩和剤程度の結果に終る。そしてどんな有効な方策といえども，現実の交通
の必要に遅れをとらないようにすることは不可能と思われる。
139)労働省 p.247, par. 27. 
140)運輸省 p.197, par. 43. 
141)勅令書5303.
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〔190] 交通混雑から起る諸困難は，大なり小なりすべての大都市において現われる。委
員会に提出された証拠によれば，諸困難は例えば，バーミンガム， リバプールおよびマン
チェスターといった大規模な地方都市において，すなわち労働者の大部分が市の中心業務
地域から相当離れた郊外に居住しているそのいずれの場合においても，経験していると。
例えば，バーミンガム市を代表してコミッションの証言に立ったオールダーマン・ハロ
ルド・ロバーツ氏 AldermanHarold Robertsは次のように述べている。
「私は吾々の当面する交通問題から逃れるどんな緊急の救済策も知らない。吾々は自分
たちの街路を計画し組織し拡幅することはできるが，吾々が望みうる最善の方法は水準を
保持することである。……………一方通行の道路だからあなたの通る道は見出せないよ，
というのがごく普通の冗談である。·…………••過去20年にわたって，吾々は道路の拡幅事
業を行ってきた。…………•••しかし，人々の自動車利用は，吾々がその方向で事業を行う
ことができるよりもより遥かに急速に進行してきたし，そして吾々は自動車利用がどこま
で続いていくのか見当がつかない。道路を取り壊したり道幅を2倍に拡げる資本コストは
膨大になるので，吾々は自動車利用の先を越すことは望めない」142)。
しかしながら，諸困難はロンドンにおいてあまりにも極度に深刻であり，ロンドンが旅
客輸送のために地下鉄や郊外鉄道の周到なシステムを有しているという事実にもかかわら
ず，そうである。
〔191〕 そのシステムは，明白な理由のために，地上交通とはっきり切り離せない遅延を
きたすようなことはないが，しかしそれらの鉄道上での混雑は，とくに朝夕のビークの時間
帯には，道路上の公共輸送機関の場合よりも広くみられる。ロンドンの旅客交通局London
Passenger Transport Boardを代表して証拠を提供したフランク・ピック氏FrankPick 
は次のように述べている。「ヒ゜ーク時には常に立ちづめの旅客がいるであろう。他のこと
を望んでもどうにもならないのだが。……………ヒ°ーク時における鉄道への過度の荷重は
常にいわゆる約 10096になるであろう。それは一種の避けえない事柄である。•…·………•
吾々はそれを事実として受け入れなければならない」143)。
〔192〕 その供述がなされたのは，同交通局と幹線鉄道がすでに約4,500万ボンドの費用
142)バーミンガム p.716, Q. 6028およびそれ以下。
143)ロンドン旅客交通局 p.411, Q. 3388. およびそれ以下。
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を投じて鉄道工事計画ー一拡張，再編成，各種車輌，電化等一ーに着手してきた事実や，
次の数年たらずの間にその計画を完成するに当って，彼等が多分ほぼ同じ重要性をもった
別の計画に直面するであろうという事実を考慮してのことであった。同局の推定によれ
ば，これら二つの計画のうち最初の計画を支えるのに必要な交通量を提供するには，グレ
ーター・ロンドンの既存の数百万の住民に加えて65万の追加人口が必要とされるであろう
し，第2次計画のためには50万から75万に及ぶなお一層の追加人口が要求されようと。つ
まりヒ゜ック氏の言葉を借りれば， 「すでに行った委託工事 commitmentsによって，同
局は確実に 1,000 万の人口を予期して待たねばならないし，その地城（中心から半径12~
15マイルをほぼ覆う）の交通体系を完成するための実行可能な委託工事を考慮すると，同
局の事業を支えるためには最終的に約 1,200万の人口が必要とされるであろうと考えられ
る」144)。これらの数字に対して， イングランド・ウェールズ戸籍本署長官がチャールズ・
ブレッシー卿 SirCharles Bresseyに， 彼のグレーター・ロンドン高速道路開発調査
(1937年） Greater London Highway Development Surveyのために提供した人口推
計が比較対照されるべきである。戸籍本署長官は，グレーター・ロンドンの将来人口に関
するいかなる現在の予測も，将来の政治と経済の不確定性の故に，仮定的であるに違いな
いと指摘するいっぽう，ロンドン中心部から半径30マイルの地域内において，その人口
(1934年には9,808,000人と推定されている）は 1934年と 1941年の間に約5.5%,1941 
年と1951年の間には4形ほど増加することが予想されると推測し，そして1941年の全人口
を10,350,000人， 1951年のそれを10,760,000人と主張している。ヒ°ック氏が取り上げた半
径12-15マイルに比べて，この推定がロンドン中心部から半径30マイルに言及したことは
注目されよう。
地価の騰貴
〔193〕 大規模集積は，都市化地城の内部とその周辺，とくにその中心地centralnucleus 
における地価を押し上げる影響をも有している。このことは，産業および地方当局に対し
て，またそれらを通じて地域社会全体に対してそうでない場合に必要とされるよりもより
大きな資金的負担を与える。より高い地価は都市成長に共通する特徴であるが，実際に達
した価格はさまざまな規模の都市間で異なっており，都市が大きくなればなるほど地価は
益々高くなるというのが一般的傾向である。大都市における高い地価の不利益を埋合せる
ために，より高層の，従ってより高価な建物を建設することによって，土地のより集約的
144)勅令書5303.
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な利用が行われる傾向にある。その結果，過去の誤りを除去すべく公的な改善ないし試み
が行われるとき，用地価格と建物の両者について補償の支払いを行うのに，公的基金から
相当額があてがわれなければならず，そして改善ないし再開発の施策が最も必要とされる
のが，士地と建物の価格が最も高い，正確に言えば大都市においてである。チャールズ・
プレッシー卿は，彼のグレーター・ロンドン高速道路開発調査 (1937年）において次のよ
うに述べている。すなわち，ロンドン市の心臓部のような高度に過密化した地域において
は，あまり重要でない街路を拡幅する費用が時には 1マイル当り 200万ボンドを越える額
の支出になり，そしてこうしてさえも，次の世代による同じ街路の拡幅を繰返すことに示
されているように，何ら最終的結末には至らないのであると。
地方自治体の規制
(194〕 人口の大中心地はまた，地域社会のために疑いなく望ましいことではあるが，ぁ
る種の産業にとっては不便になるかも知れないような地方自治体の規制を課することにな
りやすい。イギリス工業連盟は，現代ロンドンの過密化した性格のために，またその他の
理由によって，建物のコストを大幅に増大させると主張されている地方的な建築規制が行
われてきた，と述べている145)。 この要因は， 高地価の要因とともに，集積地域における
新規工場およびその他の企業の立地を制限しがちであろうし，またそれらを，すでに設置
した企業および拡張を希望する企業ともども，集積地域に代って外縁部に立地させ，引い
ては都市化地域の拡大を強いることになるだろう。
未開発地城における工業配置から起る公的負担
〔195〕 これまでのパラグラフで扱った産業と産業人口の集積による影響とは別に，新し
いそして末開発の地域，いいかえれば工業立地のためにまだ整備されていない地域に工業
を配置することについて，全国的視点からその影響を考察することが残されている。すで
に示されたように，近年，近代的軽工業が大都市および工業地域の周辺部に配置されると
いう顕著な動きがみられた。それらの工業の配置と成長は，必然的にその工業自身に必要
とされる労働を牽引し，次いでそれらの周辺には関連の商工業が成長して，なお一層の人．
口を吸引する146)。 この遠心的移動は， それ自体一見満足できる根拠にはなつているが，
不幸にも大いに偶然かつ規制不十分な性格のものであった。その移動は次のような事実と
145)イギリス工業連盟 p.507, par. 60. 
146)労働省 p.247, par. 28. 
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ほとんどあるいは全く無関係に進行してきた。その事実とはその移動が，新しい道路，住
宅施設，上水道，下水道，ガス管および電線管，学校，教会，増加した輸送手段のごとき
必要な諸施設や，工業自体および急増する人口の需要を満たすのに必要とされるあらゆる
多種多様なサービスを提供するために，地城社会による多額の支出を，必ず伴うという事
実である。そのうえ，この支出は，類似の性格をもった施設が古い工業地域ですでに広く
利用されている時には，そしてまた，新しい地域の労働力の多くが，労働人口の不足の故
に当局が残りの人々のためにサービスを維推することが徐々に不可能になってきているよ
うな古い工業地域から吸収されているという事実にもかかわらず，その諸施設が維持され
なければならないところでは，行われねばならない。
〔196〕 ある場合には，新規参入産業はその労働者たちのための住宅施設の供給に伴う資
金的負担の一部を分担してきた。しかし他の場合には，地方当局自体は急激な労働者の流
入によって生じた労働者住宅に対する膨大な需要に対応できないことに気付いた。また，
購入するにせよ賃借するにせよ，労働者が支出する余裕のある額より高価になるような住
宅が投機的業者によって建設されており，その結果，近郊での生活喪を押し上げるかある
いは生活水準を引き下げる傾向にある。需要にあった校舎を供給することにおいてもまた
諸困難を経験しており，幾つかの当局は自分たちが計画している供給が，その地域の工業
活動に後年衰退がみられた場合必要数を超過することになりはしないかと懸念しているこ
とが，県議会協会 CountyCouncils'Associationによって収集されコミッションに提
出された情報から明らかである。産業不況の長期化によって，教育面だけでなく他のサー
ビス面においても行われた供給が，現在の必要数を超過することが明らかになっている地
域における当局の経験は，そうした懸念を正当化するほどひどく進行している。
農業に及ぽす影響
〔197〕 新しくそして末開発な地域への工業の移動は，工業およびその付随施設が建築の
目的で併合する土地の農業的価値に十分配慮することなく進行してきた。イギリス土地利
用調査局 LandUtilisation Survey of Great Britainが委員会に提供した証拠は，こ
の国の幾つかの地域において，農業的親点からみるとこの国の最優良地であるところへ，
現在ではこれまで以上に工業と住宅が押し寄せていると指摘している。例えば，工セック
ス県議会は委員会に対して，ただ南エセックスにおけるだけで，住宅開発は，数世代にわ
たって最も高度な形で園芸農業が行われてきたこの県で最も肥沃な数千エーカーの土地の
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喪失を意味する，と報告している。
〔198〕 農地の併合と同時に，農業から都市産業へ労働の移動がみられた。戸籍本署長官
によって提供された統計によれば，農業従業者数は 1861年の 1,949,000人から 1931年に
は1.194,000人へ，つまり年平均で10,000人以上の割合で減少した。もちろんその減少の
すべてが農業労働の都市工業への移動によるものではない。この数字が疑いなく影響を受
けた他の要因には，海外への移民，および農業から他の種類の農村雇用への労働移動が含
まれている。しかしながら，農業から都市産業へ相当数の移動がみられたことは疑う余地
がない。
〔199〕 全体としてみて，この移動が国家的利益の立場から良かったかあるいは悪かった
かということは，ある種の困難を伴う問題である。いっぼうで，都市就業のために農業の職
を離れる労働者は，少くとも一時的にはより高い賃金を恐らく確保するが，しかし他方で彼
等は，農業が末熟練の工業的作業についてしばしば提供するより大きな雇用安定性を失う
ことになる。同時に農業の労働供給は減少する。そして，熟練した農業労働者たちが他地域
での末熟練労働に就くためにその土地を離れるときには技能の損失を伴うのである147)0 
〔200〕 しかしながら，恐らく最も重要な考慮事項は，農地を離れる最近の移動が不均衡
なほど多数の若年労働者で占められる傾向にあることである。この特徴は，イギリスで農
業に従事する常勤男子労働者の数を示した次の表148)によって証明されている。
第1表
常勤男子労働者数
年令グループ
I 1925 1930 1937 
21オ以上……… 501,694 505,745 
I 
454,100 
21オ以下……… 160,455 139,482 113, 700 
この問題について，農業省の証拠は，より若い世代の移動が，農業生産の将来にとって
深刻な問題を提起し，そして経済的観点だけでなく，社会的銀点からも危険となるような
時点に早晩到達するに違いない，と強調している149)。
147)農業省 p.175, par. 23. 
148)ダニエル・ホール卿 DanielHall* 
149)農業省 p.175, par. 23. 
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結論
〔201〕 産業と産業人口の集積は，商工業の観点からみて，一定の経済的利益を疑いなく
有している。若し有していなかったならば，大都市およびその近辺における集積への著し
い傾向は， 近年実際にみられたごとく激しくならずに， はるか以前に阻止されていたで
あろう。工業にとっての経済的利益は大要次の点から成ると要約できよう。 (a)市場への近
接， (b)輸送費の減少， (c)適当な労働力の供給可能性。
〔202〕 しかしながら，その利益がいかに大きかろうとも，それらは主に次のような不利
益を伴っている。 (a)主として高い用地価格による多額の出費， (b)より低い交通費の利益を
ある程度相殺してしまうような，巨大都市における道路交通の混雑による時間の損失， (c)
しばしば相当不愉快な状態のもとで，家庭と職場の間を毎日長距離通勤しなければならな
いために，労働者が被る疲労によって効率と生産高に与える逆効果のリスク。
第1章戦略的不利益
空襲の危険の性格と範囲
〔203〕 空からの攻撃の危険性はイギリスの防衛問題に革命をもたらした。以前は，制海
権が保持されるかぎり，攻撃ないし侵攻の危険性は現実には取るに足りないものであっ
た。しかし，この国が島国であるという位置の故に享受した防護は近代的戦略に耐えうる
ものではない。
イギリスは，他の諸国と全く同様に敵国による空からの攻撃には無防備状態にあり，そ
して首都の地理的位置や首都およびその他の大都市地域における人口と諸活動の集積が，
イギリスを他のほとんどのヨーロッパ諸国以上に敵の攻撃の魅力的な標的にするのはもっ
ともであろう。
〔204〕 海岸から攻撃範囲内にある主要なヨーロッパ列強との間で万ー戦争が勃発した
場合に，この国が曝されるかも知れない攻撃規模についてのどんな精確な情報も公的出所
から公表することは不可能である。しかし，公的性格のものとはいえないが，入手しうる
情報の綿密な研究によって編纂されたことが明白である文書から抜粋を引用することは有
益であろう。対空防衛連盟 AirRaid Defence Leagueによって公表された「空の骨威
の性格」150)と題するパンフレットのなかで，その状況が次のように要約されている。
150) 1939年6月，対空防衛連盟によって公表されたパンフレット No.4. 
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「壊滅的一撃を試みる場合，大量爆撃の集中時期は戦争勃発の直後であろう。接近する
航空機の正確な発見は今日では完壁になったので，•高射砲と英国空軍戦闘機の両者が敵と
交戦するのは確実と考えてよい。しかし，戦闘機が手持ち時間をほんの僅かしか持たない
ようなところ，とりわけ東海岸の近くでは，爆撃機の多くは，対空砲火の激しい集中攻撃
をいとわないならば，彼等の攻撃目標に到達するであろう。 1日に 200機の爆撃機が，そ
れぞれ1.5トンの爆弾を運ぶと， 10日間で3,000トンの爆弾を投下することになろう。過密
地域においては，そうした空爆は少なくとも 200,000人の死傷者を出すことになるかも知
れない」。
「ある地城ーーロンドンのイースト・エンド，幾つかの東海岸の港湾，ミッドランドお
よびヨークシャーの工業都市，そしてクライド川に沿った工業地帯-はきわめて危険で
ある」。
〔205J 爆弾は数学的精確さで狙うことは不可能である。効果的に身を守るために高速で
しかも相当な高度で飛行することを強いられ，あるいは悪天候ないし暗闇の中で攻撃して
いる航空機からは特にそうである。爆弾はたとえ軍事目標だけを狙ったとしても，その
近隣の非軍事施設や建築物を攻撃してしまい，その結果多くの場所の民間人が疑いなく大
きな危険に曝されるであろう。疎開に関する委員会報告 (1938年）は次のように指摘して
いる。
「イギリスがあるヨーロッパ強国と対決するいかなる将来戦においても， 空の侵攻は
1914-18年の戦争中にロンドンその他の諸都市へ加えられた空襲より遥かに大規模に行わ
れるであろう。大多数の航空機が埠頭，公益事業所，重要工場および主要軍事目標にさし
向けられよう」。
「民間人が故意に攻撃されると否とにかかわらず，工業地域に住む人々とりわけ重要目
標のすぐ近くに居住する人々は大きな危険に曝されよう。インナー・ロンドンは多くの
そうした攻撃目標をかかえており，したがってとくに被害を被りやすい。そして程度の違
いはあれ，同じことがいろいろな他の工業地域についてもいえる。他の場所例えば軍港
は，近隣に軍事目標が存在するために，特別な危険に曝されるかも知れない。
長期展望
〔206〕 空襲の破壊的影響を軽減する対策が全速力で進められている。いっぼうで戦闘
機，高射砲および気球攻撃からなる積極的活動の準備が行われ，他方では空襲に対してあ
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る程度の防御を提供する防空壕の整備を含む民間防衛対策がなされている。長期的親点か
らすれば，防護は大いに攻撃の態勢を取り戻し，かくて近代形式の戦争によって引き起さ
れた初戦の恐怖を軽減するだろう，ということが実際に議論されたであろう。それがどう
あれ，防衛手段の改善が，危険を疑いなく減ずる反面，この国の経済の将来計画に最も重
大な配慮を求めないような水準に国家を零落させるであろうということを信ずるいかなる
理由も，われわれは知らない。したがって，われわれは，長期的槻点からみてさえ，空襲
の危険が，この国の人口と産業がいかに配置されるべきかを決定するに当って重要な要因
として考慮されるべきである，と考える。
危険の地理的範囲
〔207〕 この国のいかなる地域も空襲からは安全でない。大型爆撃機の飛行範囲，速度，
輸送能力，なかでもその数は1918年以来大いに増大しているだけでなく，引き続き一層の
開発過程にある。同時に危険の程度は国のさまざまな地域によって明らかに異なっいる。
疎開に関する委員会は次のように指摘している。
「利用しうる航空機の数や攻撃可能な目標との距離といった現実的考慮事項は，攻撃対
象として選ばれる場所の数を恐らく制限する。この国の広大な地域が同時に攻撃されるこ
とは不可能であり，イギリスの中央部および東部の重要地点が最初の攻撃をうけるであろ
う」。
〔208〕 敵の攻撃力の範囲と能力の拡大にもかかわらず，防御側は活動を開始するまでに
十分長い時間をもち，したがって爆撃機の国内外への飛行をより危険なものにするから，
高射砲や戦闘機の防衛力はイギリス西部および北部に対しきわめて実質的な利益をもたら
す。攻撃が加えられる前に要する飛行時間の増大によって，より大きな距離がカバーされ
ることは，敵の立場からみるとより遠い目標の魅力を減ずることにもなる。
〔209〕 攻撃に対して非常に脆い， とくにそれらの地城内における密集した集積に比べ
て，人口と産業の拡散にはまた大きな利点がある。防衛的観点からみたロンドンのイース
ト・エンドにおける人口桐密の不利益は，もし人口が，チェアリング・クロスから半径約
30から40マイル内の，広々とした田園地帯によって相互に分離された計画のうまい小規模
な中心地に分散されるならば，減少するであろう。
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一般的状況
(210〕 一般的状況は，次のように述べることによって要約できる。すなわち防衛的見地
からすれば人口と産業活動の大規模集積，とくにこの国の東部および南部におけるそれは
望ましくない，いいかえればその目的は，実現可能なかぎりそれらの地域から西部および
北部へ諸活動の分散と移動を確保することにあるべきだと。ロンドンは，その規模と大陸
からの侵入しやすさのために，防衛的見地からは大きな負担である。
政策の方向
〔211〕 工業発展の初期段階にある諸国においては，工業立地を決定するに当って防衛上
の考慮事項を第一要因として，その立地を計画することが可能であろう。ソビエト・ロシ
アにおいては，この方向に沿って何らかの重要な試みがなされているように思われる。遠
隔のウラル山脈における大規模な新しい発電所および工場の建設は， ともかくある程度
は，最大の安全性の確保を指向する戦争対策であったと通常述べられている。しかしこの
国はさまざまな問題に直面している。現在は大都市が存在し大規模な工業開発がすでに行
われている。産業および産業人口に対すると同様に，実現可能な最大限の防衛を確保する
ためには，どんな調整手段が可能であり，将来開発は如何なる方法で管理できるのか。
政府事業所
(212〕 工業単位の立地に関するより広い問題を考察する前に，政府が自身の事業所に関
して過去に採った政策，および政府が将来のために採用すべき政策を検討するのがよいで
あろう。一般市民ないし事実普通の工業資本家は，政府のアドバイスが政府各部局自身に
与えられるのを知るとき，みずからが政府の与えるアドバイスを検討する時になろうと自
分自身を納得させがちである。われわれの見解では，少くともその仕事の一部が首都から
遠く離れたところで効率的に遂行され得た政府部局が多くある。例えば，労働省の失業保
険活動は現在キュー Kewに集中し，戸籍本署の仕事はサマセット・ハウス，郵政省保管
局 PostOffice Store Departmentの仕事はイズリントン Islingtonで行われている。
われわれは，政府がそれらの本局の仕事や職員の拡散ないし分散に関するある種の対策に
決定を下してきたことは理解している。われわれはこの種の政策を歓迎し，それが可能な
かぎり速やかに押し進められるべきであると考える。われわれはまた，新しい国有軍需工
場が近年ランカシャー，スコットランド，および北部と西部の他地域に建設されてきてい
ることも学ぶことができて光栄である。
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産業
(213〕 空襲の危険およびそれらを逆襲する最善の方法は，工業立地の広範な問題全般と
の関係だけでなく，各個人企業家ないし製造業者にとっても，将来重要な考慮事項になる
はずである。 1938年9月の国際危機の時，多数の商社，銀行，保険会社その他の企業が，
ロンドンから相当遠く離れた支所へ，職員を移動させたり帳薄や記録資料を発送するため
に緊急準備したことを，われわれは想起したい。
〔214〕 産業全般に関して， 1939年の市民防衛法 CivilDefence Actは，大臣の出した
行政命令で限定された地城にある工場敷地，鉱山および商社ビルに対し，そこで働く労働
者を保護する義務を課している。これらの規定の間接的かつ有益な結果は，第33項が全て
の新規建物に避難所の設置を求めるようにはたらくだろうという事実にもかかわらず，大
規模集積地域から集積度の低い他の地域への産業移動を促進することになるであろう。も
っともそれは望しいことであるが。攻撃に脆い地域の間でさえ，脆さのより少ない地域が
望まれるであろう。というのは，避難所の設置は，ロンドン諸地域のように密集して市街
化した地域においては，開発がより開放的な方向で行われている地域におけるよりもコス
トが高くかつ厄介な問題であることを証明するかも知れないからである。
〔215〕 この国が最近経験してきているような，防衛準備の促進に大きな重圧がかかると
きに，必要な生産能力が間に合うようにしようと政府契約を履行することで諸条件を強要
することは，そうでなければ望ましいが，困難であろう。特定地域委員会（イングランド
およぴウェールズ）の第3次報告書において，イギリスにある25社の航空機製造会社のう
ち，丁度12企業がその工場をロンドン地域内あるいはその周辺に建設し，さらに5企業が
南東部諸県に工場建設を行ったと述べられている。しかし過去2, 3年の間に，政府各局
は軍需品生産に従事する工場の拡散ないし分散を奨励する方向で明確な行動をとってき
た。軍需契約を行うに当ってもまた，攻撃に対して脆さの少ない地城で操業する企業が優
先権を享受した。この政策は，事情が許すときはいつでも採られるべきである。
〔216〕 戦争の勃発に際して， 平時には軍事生産に直接従事していない多くの工業企業
が，国家存立のため非常に重要になることを， この関係において記憶しなければならな
ぃ。重工業—―—鉄，鋼，繊維等—は恐らく，第 1 次大戦時のように，直接国家統制の下
に置かれるが，電気機器ないし時計組立に携っているェ業のような軽工業の多くは，ある
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種の軍事資材の製造に転換しなければならないであろう。そのうえ，あらゆる種類の食料
品の生産・加工のような多種類の工業が戦時においては大砲や弾薬と同様に国家存立の維
持にとって必要不可欠になる。いっぼう，例えば小麦の製粉ないし貯蔵あるいはガソリン
供給の収集にとっては，北部あるいは西部の港が東部および南部の港よりも戦争被害の規
模の点で明らかに有利性を持っている。この第2次防衛路線の基本をなす全産業の立地
が，攻撃による脆さや拡散ないし分散の観点から，十分な関心を集めたであろうことは至
極当然である。
結論
〔217〕 この報告書の第4部にあるわれわれの勧告が採択されるならば，そこで提案され
ている全国産業庁 NationalIndustrial Boardは，安全性の観点から， 他地域に比較し
てある地域の利点について産業資本家に通報したり助言したり，そしてそのような情報や
助言を求める彼等を招請する立場に置かれるであろう。密集地域から工業を分散し拡散す
る政策が，戦略的理由で勧告されるのは明らかである。この点については何の疑問もあり｀
えないし，そうした政策は，集積の社会的および経済的不利益との関係で望ましいことが
すでに示された同じ路線に沿った一般的提案と一致し，かつそれらを補強している。
おわりに
以上3回にわたるバーロー・レポートの部分的紹介において，イギリスの産業および産
業人口の大都市・特定地域集中がもたらす社会的，経済的および戦略的不利益について，
同報告がいかなる見解を示しているかを概観した。このレボートは， 1930年代以降のイギ
リスの地域政策の方向を示し，政策立案の基礎資料とするために行われた調査報告である
ため，報告内容が多岐にわたる反面，具体性に欠ける点が少なくない。その点では特定の
学者の著作と異なり，食い足りない感じが否めない。また報告書の視角も一定の客観性を
もっている反面，国家利益を優先する路線で貫かれており，その点でも一定の限界が存在
する。それはともかく，同報告書が取り上げた幾つかの項目について，別個の資料を提供
しまた若干の補足を行ない，本資料紹介のあとがきとしたい。
まず，工業の地域的特化，いいかえれば特定工業の特定地城への集積の問題であるが，
第2次大戦までのイギリスにおいては工業の地域的特化が工業の地域的分布の重要な特徴
をなしていた。例えば， 1930年当時の主要工業地域であるスコットランド中西部（グラス
ゴー地城）は鉄鋼と造船，北東海岸（ニューカッスル地域）は石炭・鉄鋼・造船，サウス
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ウェールズは石炭・鉄鋼，サウス・ランカシャーは綿というように， ロンドンとバーミン
ガム地域をのぞくと，各工業地城の産業構成は少数の工業部門に著しく特化していた。こ
のような産業構成をもつ地域経済は経済変動に極めて敏感に反応する（注 1)。すなわち，好
況時には企業の経済合理性が強く発揮されて著しい発展を遂げるが，不況ないし恐慌期に
おいては経済変動の悪影響をもろに被り，地城経済全体が壊滅的打撃を受けることがしば
しばである。高率の局地的失業の発生はその必然的結果である。第2表はこの間の事情を
明確に示している。委員会は，同報告書第4部で局地的失業を緩和するため産業構成の多
角化政策を提案しているが，現体制のままでの多角化政策には大きな限界のあることを指
摘しないわけにはいかない。
第2表 開発地域における失業者数と失業率 (1932~1946) (カッコ内は失業率）
〈仁幻？謬ノ"<fii~~レクザム言鍔シぢ‘戸畠嗜ぢ芥
年月 ン ーランドモンマス ャー
シャー
1932(6月） 268,939 15,273 202,547 8,900 39,612 285,027 820, 295 I 2, 839, 304 
(38彩） (46%) (4196) (36彩） (32形） (35形） (38形） (22. 596) 
1937(6月） 110,905 8,535 102,006 4,682 23,342 161,071 410,451 1,335,182 
(15) (26) (21) . (18) (19) (18) (18) (10) 
1946(6月） 49,035 3,209 58,561 2,168 6,157 52,157 171, 287 376,168 
(6) (7.5) (10.5) (8) (5) (5.5) (7) (2.5) 
・Board of Trade, Distribution of Industry, Cmd. 7540, 1948 (reprinted 1965), 
pp. 42-44より作成。
次は，大都市における産業・人口の大規模集積と過集積の不利益に関する問題である。
都市政策の最も進んだイギリスにおいても，都市は外縁へ向けてしかも都心部の空洞化を
伴いながら無計画に拡大し，さまざまな都市問題を引き起してきた。とくにロンドンの都
市問題はイギリスの都市問題の縮図であったといってよい。都市域なかでもインナー・リ
ングにおける産業と人口の集積は， いっぽうでスラムや backto back houseに代表さ
れるような住工混在の過密住宅や住宅内での混雑，他方では地価や家賃の高騰を招き，都
市労働者の生活を絶えず圧迫してきた（第3表参照）（注2)。
また，報告書が指摘するごとく，交通混雑も深刻な都市問題の一つであった。第4,5, 
（注 1) 川島哲郎「イギリスの産業立地政策について(1)」（大市大『経済学雑誌」第54巻
第5号， 1966年） 17ペー ジ参照。
（注2) 都市労働者の状態に関する各種調査については荒井政治著「近代イギリス社会経
済史』（第17章社会調査ー大量の貧困の発見）でその概要が紹介されている。
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6, 7表はロンドンにおける交通混雑の激化の一端を示したものであるが， これらは過集
積の不利益を構成する重要な要因である。このほか，過集積の不利益については，公衆衛
生，都市公害，教育，オープン・スベース，労働条件，都市生活費等多分野にわたる補足
説明が必要であろうが，これらに関する詳細な検討と紹介は別の機会にゆずり，ここでは
とりあえず上記の追記にとどめておきたい。
第3表 ロンドン都市圏人口と 1部屋あたりの過密状況
ロンドン都市圏人口（千人） 1部屋あたり 2人以上の人が住む割合(%)
~I 1891 I 1921, 1891 I 1901 I 1911 I 1921 
インナー・リング 1,582 1,367 44.0 39.2 39.3 35.5 
ミドル・リング 2,645 3,114 27.5 23.1 23.5 23.0 
アウター・リング 583 1,225 15.9 13.6 17.5 18.5 
Hubert Llewellyn Smith (director), The New Survey of London Life and 
Labour, Vol. I, Forty Years of Change, p. 158. 
第4表 ロンドンの低家賃住宅の年平均家賃指数の推移 (1890=100)
；哀----1 年間£30以下の全住宅 年間£50以下の全住宅
1890 100 100 
1895 106. 3 107.2 
1900 108. 6 109.9 
1905 117. 2 1'17.0 
1910 116. 2 116. 4 
1920 173.0 173.4 
1925 169.6 169.9* 
1928 167.2 167.6* 
＊この数値の低下は地方税の引き下げによる。
Hubert Llewellyn Smith (director), op. cit., p. 197. 
第5表道路混雑ーーロンドンの5地点を通過した全車輌数の推移
~I 
Hyde Park Corner 
Trafalgar Square 
Piccadilly Circus 
High Holborn 
Elephant and Castle 
1904 
29,286 
27,768 
27,050 
14,590 
16,176 
Hubert Llewellyn Smith (director), op. cit., p. 197. 
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1912 
41, 106 
34,897 
39,322 
24,286 
20,786 
1928 
69,903 
61,088 
44,602 
32,670 
32,577 
"Barlow Report"にみるイギリスの産業および産業人口の大都市・特定地
域集中がもたらす社会的，経済的および戦略的不利益について(3)(小杉） 351 
第 6表 ロンドンにおける認可された乗合バスの数
~ 乗合馬車 乗合自動車 ムロ 計
1903 3,623 13 3,636 
1905 3.484 241 3,725 
1907 2,557 1,205 3,762 
1909 1,771 1,180 2,951 
1911 786 1,962 2,748 
1913 142 3,522 3,664 
Hubert Llewellyn Smith (director), op. cit., p. 180. 
第1表交通事故死傷者数 (1881-1928)
総 計
内 訳
年次 自動車 馬 車 自転車
死亡 1 傷害 死亡 l傷害 死亡 1 傷害 死亡 1 傷害
1881 1Z7 3,400 1 127 3,362 37 
1891 147 5,637 2 ， 143 5,291 2 337 
1901 186 9,197 5 187 175 6,761 6 2,249 
1911 426 18,749 291、 9,408 116 5,134 19 4,207 
1921 571 22,647 490 15,045 61 2,306 20 5,296 
1929 1,362 55,503 1,289 45,464 37 1,674 36 8,365 
Hubert Llewellyn Smith (director), op. cit., p. 314. 
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